
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [107,458円]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○財政力指数
　平成１８年度は国レベルでの景気回復の兆しはあったが、町民や町内企業等に好況感は無く、実際には景気の回復は遅れていた。ま
た、町内に有力な産業が無いことも影響し、税財源に乏しく、地方交付税に依存する財政構造となっている。

○財政構造の弾力性【経常収支比率】
　平成１８年度は依然として公債費、社会保障費が増加している状況ではあったが、人件費や物件費などの削減を地道に行い比率を下げ
ることができた。

○人件費・物件費の適正度【町民ひとり当たりの人件費・物件費等決算額】
　平成１６年度に策定した『自立の計画』に厳正に進め、中でも特別職△10～△15％・議員報酬△10％・一般職△2～△6％の人件費削減
は特筆すべき事項である。また、需用費や役務費等の物件費についても条件付ではあるが予算編成時に一律削減を行ない、抑制を図っ
た。

○給与水準の適正度【ラスパイレス指数（国家公務員を100とした場合の町職員の給与水準）】
　『自立計画』の大きな柱である「人件費削減計画」により、平成１７年度から継続して、職員の給与を職務階層に応じて△2～△6％の削
減を行なっている。それにより類似団体の平均値を下回る結果となった。

○定員管理の適正度【人口1,000人当たりの職員数】
　平成に入り、大型施設の建設に合わせた大量雇用により全国・県内平均を上回っている状況である。職員数削減計画が盛り込まれた『自
立の計画』を上回る職員削減が為されている等、更なる適正化を図っていく。

○公債費負担の健全度【実質公債費比率】
　情報文化センター・保健福祉センター・扇子田運動公園の建設事業費に充てた地方債の元利償還に対して算入される交付税の措置期間
が終了し始め、実質的な負担が増加してきている。また、下水道事業に充てた地方債の元利償還金が平成２１年度にピークを迎える等、厳
しい状況であるため、計画的・積極的に更なる繰上償還や、借換を実施する必要がある。

○将来負担の健全度【町民ひとり当たりの地方債現在高】
　各平均値よりも下回る結果となったのは、計画的な繰上償還の実施や、投資的事業の抑制を行なったことに因る。今後も投資的事業等を
実施する際は、緊急性や住民ニーズ等による判断をし、地方債に頼らない財源確保に努め、健全な財政運営を進める。


